
 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

  

  

江別市は を応援します！ 

＋ 

 

  

   

 

 
平成２８年度 

  
  

 

  
  

 

 

 

 

※補助金の交付には他にも要件があります。詳しくは下記までお問い合わせください。 

  

  

  

   

 

 

＋ 

 

 

 

 

 

  

  

  

   

 

 

＋ 

 

 

 

 

 

中古住宅・マンションも対象です！ 

 
  

 
  

 

 



 

 
 

 

 

 

補助メニュー Ⅰ．同居・近居住宅取得補助 Ⅱ．同居リフォーム補助 Ⅲ．多子世帯住宅取得補助 

補
助
金
交
付
の
主
な
要
件 

 

(1)交付対象者 
 

□親世帯と子世帯が市内で
同居または近居のために
住宅を取得する方 

□親世帯と子世帯が市内
で同居のためにリフォ
ームを行う方 

□住宅を取得する方で
世帯に１８歳未満の
子が２人以上いる方 

(2)共通要件 

□住宅の工事または売買に係る契約が平成２８年４月１日以降であること。 
□平成２９年３月３１日までに入居し、全ての要件を満たせる見込みであること。 
□世帯員に市税の滞納が無いこと。 
□世帯員が暴力団員でないこと。 

(3)住宅の要件 
 
※新築、建売、中
古、戸建て、マ
ンションの別を
問いません 

 

□新築工事の請負契約、ま
たは取得する住宅の売買
契約額が 500 万円以上
であること。 

□リフォーム工事の金額
の合計が 150 万円以上
であり、市内業者による
工事であること。 

□新築工事の請負契約、
または取得する住宅の
売買契約額が 500 万
円以上であること。 

□交付対象者（リフォームの場合は同居する世帯員を含む。）の所有であり、 
平成２９年３月３１日までに登記済みであること。 
□取得又はリフォームする住宅の床面積が 50 ㎡以上であり、建築基準法令等に
違反していないこと。 

□同居の場合は、各世帯の専用居室を備えた住宅である
こと。 

 

補
助
内
容 

上記(1)～(3)に該
当する場合、右の
額を補助します 

基本補助額 20 万円 基本補助額 20 万円 基本補助額 10 万円 

条件に応じて右
の額を基本補助
額に加算します 

転入加算   10万円 

多子加算   10万円 

市内業者新築加算 10万円 

転入加算 10万円 

多子加算 10万円 
 

転入加算   10万円 

市内業者新築加算 10万円 

市内勤務加算 10万円 

 

加
算
条
件 

転入加算：市外から転入する世帯があること 
多子加算：子世帯に１８歳未満の子が２人以上いること 
市内業者新築加算：市内建築業者による新築住宅を取得すること 
市内勤務加算：市内事業所に１年以上継続勤務していること 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

交付申請ができるのは、住宅の工事または売買に関する 
契約日が平成２８年４月１日以降の場合に限ります。 

居住など、すべての要件の
満たす必要があります。 

申
請

審
査(

１
次) 

抽選 

審
査(

２
次) 

受付期間 平成２８年４月１日～平成２８年７月２９日  

応募者が予算枠を超えた
場合は抽選となります。 

 
 

補助金支払 

（８月中旬） 
（８月下旬） 

（平成２９年３月３１まで） 
交
付
決
定 

 

 

 

※Ⅰ～Ⅲの補助メニューを重複して申請することはできません。 

親世帯：子世帯（単身の世帯にあっては、自ら所有する住宅に居住する者に限る。）の世帯主またはその配偶者の父
母・祖父母（２親等以内の直系尊属）の世帯（単身の世帯を含む。）をいいます。 
 

近 居：親世帯、子世帯それぞれが市内に所有する住宅に自ら居住することをいいます。 
 



 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

①基本補助の要件 

 

 

□ ア． に、親世帯または子世帯のいずれかの世帯が、市内で自己の居住用

として住宅を取得するための工事請負契約または売買契約を すること。 

□ イ．平成２９年３月３１日までに と が または し、住民登録していること。 

□ ウ．親世帯、子世帯とも していないこと。 

□ エ．親世帯、子世帯とも世帯員が でないこと。 

※取得する住宅は、新築、建売、中古、戸建て、マンションの別を問いません。 

□ カ．取得する住宅の工事請負契約または売買契約額が であること。 

□ キ．住宅の床面積が であり、建築基準法及び関係法令に違反していないこと。 

□ ク．交付対象者の所有であり、平成２９年３月３１日までに であること。 

□ ケ．同居の場合は、各世帯の を備えた住宅であること。 

□ コ．過去に本事業による補助金の交付を受けたことのない住宅であること。 
 

②加算要件 

□    に の子ども（出産予定が母子手帳等で確認でき、出生後に

同居する予定の子どもを含みます。）が いること。 

□    または が、市外に１年以上居住していること。 

□  市内に事業所、支店または営業所を置く、建設業法の許可を受けた建設業者

が した住宅であること。（市内業者が施工した新築建売住宅の取得も対象

です。） 

 
 

  

（平成２８年度） 

単身の世帯にあっては、自ら所有する住宅に居住する者に限る。子世帯（ ）の世帯主ま

たはその配偶者の父母・祖父母（２親等以内の直系尊属）の世帯（単身の世帯を含む。）

をいいます。 

 

親世帯、子世帯それぞれが市内に所有する住宅に自ら居住することをいいます。 

補
助
内
容 

＋   
 

 

 

①基本補助の要件を満たし、②加算要件のいずれ
かに該当する場合、１０万円ずつ加算します。 

 

 

①基本補助の要件を満たすこと 

多子世帯加算

転入世帯加算

市内業者新築加算

最大 

 



 

 
 

  手続きの流れ 
  

①交付申請 
交付対象者（＝住宅取得者（契約者））が必要書類を

添えて、建築指導課へ提出します。 

受付期間 H28/4/1～H28/7/29 
注：交付申請ができるのは、住宅の工事または売買に係

る契約が 以降のものに限ります。 

②審査（１次） 
補助対象世帯の要件について審査をします。 

（同居・近居世帯の親子関係、加算要件など） 

 

③抽選 
応募が予算枠を超えた場合は抽選となります。 

（８月中旬頃） 

 

④交付決定通知 
交付決定の通知をします。また、抽選に漏れた場合

もその旨を通知します。（８月下旬頃） 

この決定通知を受けた場合のみ、交付申請ができま

⑤実績報告 
交付決定通知を受けた方は、補助要件の全てを満た

した後、速やかに実績報告してください。なお報告

期限は平成２９年３月３１日です。 

 

⑥審査（２次） 
補助要件の全てについて審査します。なお、要件に

不備がある場合は、不交付となります。 

 

⑦額確定通知→請求→補助金支払 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

  

   
 平成28 年度 

提出書類 
□1.交付申請書 

□2.世帯状況・住宅取得（工事）概要書 

□3.世帯員全員の住民票の写し（続柄の記載があ

るもの。） 

□4.取得する住宅の工事請負契約書または売買契

約書の写し（既に契約している場合に限りま

す。） 

□5.親世帯と子世帯の続柄が確認できる書類（戸

籍の全部事項証明書など） 

□6.その他市長が必要と認める書類 

■加算を受ける場合は以下の書類 

□転入世帯加算：転入世帯であることが確認

できる書類（転入前の住民

票など） 

□多子世帯加算：出産の予定がある場合は母

子健康手帳の写し等 

 

 

提出書類 
□1.実績報告書 

□2.世帯状況・住宅取得（工事）概要書 

□3.世帯員全員の入居後の住民票の写し（続柄の記

載があるもの。） 

□4.取得した住宅の工事請負契約書または売買契

約書の写し（既に提出済みの場合は不要です） 

□5.取得した住宅の図面（付近見取図、配置図、平

面図） 

※同居の場合は親世帯・子世帯それぞれの専用

居室の位置を明示願います。 

□6.取得した住宅の検査済証の写しまたはこれに

代わる書類 

□7.住宅の取得費用に係る領収書の写し 

□8.自ら所有する住宅であることを確認できる書 

    類（登記簿の全部事項証明書など）  

  ※近居の場合は親世帯･子世帯それぞれ必要で 

      す。 

□9.世帯員（納税義務者）全員の市税の納税証明書 

 

 

 

  

 



 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
①基本補助の要件 

     

□ ア． に、親世帯、子世帯のいずれかの世帯が、 （注：住

宅・工事の要件参照）に係る工事請負契約を すること。 

□ イ．平成２９年３月３１日までに、リフォーム工事を行った住宅に と が し、住

民登録していること。 

□ ウ．親世帯、子世帯とも していないこと。 

□ エ．親世帯、子世帯とも世帯員が でないこと。 

※リフォームする住宅は、戸建て、マンションの別を問いません。 

□ カ． により以下の が行われた住

宅で、その工事金額の合計が であること。 

 

 

 

 

 

□ キ．住宅の床面積が であり、建築基準法及び関係法令に違反していないこと。 

□ ク．親世帯または子世帯の世帯員の所有であること。 

□ ケ．各世帯の を備えた住宅であること。 

□ コ．過去に本事業による補助金の交付を受けたことのない住宅であること。 

 

②加算要件 

□  に の子ども（出産予定が母子手帳等で確認でき、出生後に同居

する予定の子どもを含みます。）が いること。 

□  または が、市外に１年以上居住していること。 

 

 

 

  

：同居する住宅に行う増築、改築もしくは修繕または住宅の機能向上のために行
う改修、補修もしくは設備改善のための工事をいいます。 
＜工事の例＞ 
・親世帯、子世帯の部屋を設置するための増築、または間取り改修工事 
・便所、台所、浴室の新設または改修工事 
・一般的な住宅リフォーム工事（バリアフリー改修、耐震改修、断熱改修、内装改修、外装改修、
塗装工事など） 注）テレビ、冷蔵庫などの家電製品や可動家具の購入は含みません。 

 

（平成２８年度） 

補
助
内
容 

＋   
 

 

 

①基本補助の要件を満たし、②加算要件のいずれ
かに該当する場合、１０万円ずつ加算します。 

 

 

①基本補助の要件を満たすこと 

多子世帯加算

転入世帯加算

最大 

 

単身の世帯にあっては、自ら所有する住宅に居住する者に限る。子世帯（ ）の世帯主ま

たはその配偶者の父母・祖父母（２親等以内の直系尊属）の世帯（単身の世帯を含む。）

をいいます。 

 



 

 
 

  手続きの流れ 
  

①交付申請 
交付対象者（＝リフォーム工事契約者）が必要書類を

添えて、建築指導課へ提出します。 

受付期間 H28/4/1～H28/7/29 
注：交付申請ができるのは、リフォーム工事に係る契約

が平成２８年４月１日以降のものに限ります。 

②審査（１次） 
補助対象世帯の要件について審査をします。 

（同居世帯の親子関係、加算要件など） 

 

③抽選 
応募が予算枠を超えた場合は抽選となります。 

（８月中旬頃） 

 

④交付決定通知 
交付決定の通知をします。また、抽選に漏れた場合

もその旨を通知します。（８月下旬頃） 

この決定通知を受けた場合のみ、交付申請ができま

⑤実績報告 
交付決定通知を受けた方は、補助要件の全てを満た

した後、速やかに実績報告してください。なお報告

期限は平成２９年３月３１日です。 

 

⑥審査（２次） 
補助要件の全てについて審査します。なお、要件に

不備がある場合は、不交付となります。 

 

⑦額確定通知→請求→補助金支払 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

  

   
 平成28 年度 

提出書類 
□1.交付申請書 

□2.世帯状況・住宅取得（工事）概要書 

□3.世帯員全員の住民票の写し（続柄の記載があ

るもの。） 

□4.リフォーム工事の請負契約書の写し（既に契

約している場合に限ります。） 

□5.親世帯と子世帯の続柄が確認できる書類（戸

籍の全部事項証明書など） 

□6.その他市長が必要と認める書類 

■加算を受ける場合は以下の書類 

□転入世帯加算：転入世帯であることが確認

できる書類（転入前の住民

票など） 

□多子世帯加算：出産の予定がある場合は母

子健康手帳の写し等 

 

 

提出書類 
□1.実績報告書 
□2.世帯状況・住宅取得（工事）概要書 
□3.世帯員全員の入居後の住民票の写し（続柄の記

載があるもの。） 
□4.リフォーム工事の請負契約書の写し（既に提出

済みの場合は不要です） 
□5.リフォームをした住宅の図面（付近見取図、配

置図、平面図） 
※親世帯・子世帯それぞれの専用居室の位置を
明示願います。 

□6.リフォームをした住宅の検査済証の写しまたは
これに代わる書類（工事中や工事完了時の写真
など） 

□7.リフォーム工事費用に係る領収書の写し 
□8.自ら所有する住宅であることを確認できる書 
    類（登記簿の全部事項証明書など）  
□9.世帯員（納税義務者）全員の市税の納税証明書 

 

 

  

 



 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
①基本補助の要件 

     

□ ア． に、市内に自己世帯の居住用として住宅を取得するための売買契約

または工事請負契約を すること。 

□ イ．交付申請日において、世帯に （出産予定であることが母子手帳等で確認

でき、出生後に同居する予定の子どもを含みます。）が いること。 

□ ウ．平成２９年３月３１日までに、世帯主は配偶者及びイに掲げる子ども２人以上と共に居住し、

住民登録していること。 

□ エ． していないこと。 

□ オ．世帯員が でないこと。 

 

※取得する住宅は、新築、建売、中古、戸建て、マンションの別を問いません。 

□ カ．取得する住宅の工事請負契約または売買契約額が であること。 

□ キ．住宅の床面積が であり、建築基準法及び関係法令に違反していないこと。 

□ ク．交付対象者の所有であり、平成２９年３月３１日までに であること。 

□ ケ．過去に本事業による補助金の交付を受けたことのない住宅であること。 

 

 

②加算要件 

□    世帯が市外に１年以上居住していること。 

□  市内に事業所、支店または営業所を置く、建設業法の許可を受けた建設業者

が した住宅であること。（市内業者が施工した新築建売住宅の取得も対象

です。） 

□  交付申請日において、世帯主またはその配偶者のいずれかが、市内の事業所

（支店または営業所を含む。）に 継続して勤務し、今後も勤務する見

込みがあること。 

  

（平成２８年度） 

補
助
内
容 

＋   
 

 

①基本補助の要件を満たし、②加算要件のいずれ
かに該当する場合、１０万円ずつ加算します。 

 

 

①基本補助の要件を満たすこと 

最大 

 転入世帯加算  

市内業者新築加算  

市内勤務世帯加算  



 

 
 

  手続きの流れ 
  

①交付申請 
交付対象者（＝住宅取得者（契約者））が必要書類を

添えて、建築指導課へ提出します。 

受付期間 H28/4/1～H28/7/29 
注：交付申請ができるのは、住宅の工事または売買に係

る契約が 以降のものに限ります。 

②審査（１次） 
補助対象世帯の要件について審査をします。 

（多子の状況、加算要件など） 

 

③抽選 
応募が予算枠を超えた場合は抽選となります。 

（８月中旬頃） 

 

④交付決定通知 
交付決定の通知をします。また、抽選に漏れた場合

もその旨を通知します。（８月下旬頃） 

この決定通知を受けた場合のみ、交付申請ができま

⑤実績報告 
交付決定通知を受けた方は、補助要件の全てを満た

した後、速やかに実績報告してください。なお報告

期限は平成２９年３月３１日です。 

 

⑥審査（２次） 
補助要件の全てについて審査します。なお、要件に

不備がある場合は、不交付となります。 

 

⑦額確定通知→請求→補助金支払 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

   
 平成28 年度 

提出書類 
□1.交付申請書 

□2.世帯状況・住宅取得（工事）概要書 

□3.世帯員全員の住民票の写し（続柄の記載があ

るもの。） 

□4.取得する住宅の工事請負契約書または売買契

約書の写し（既に契約している場合に限りま

す。） 

□5.出産の予定がある場合は母子健康手帳の写し

等 

□6.その他市長が必要と認める書類 

■加算を受ける場合は以下の書類 

□転入世帯加算：転入世帯であることが確認

できる書類（転入前の住民

票など） 

□市内勤務世帯加算：市内勤務者であること

が確認できる書類 

 

 

提出書類 
□1.実績報告書 

□2.世帯状況・住宅取得（工事）概要書 

□3.世帯員全員の入居後の住民票の写し（続柄の記

載があるもの。） 

□4.取得した住宅の工事請負契約書または売買契約

書の写し（既に提出済みの場合は不要です） 

□5.取得した住宅の図面（付近見取図、配置図、平

面図） 

□6.取得した住宅の検査済証の写しまたはこれに代

わる書類 

□7.住宅の取得費用に係る領収書の写し 

□8.自ら所有する住宅であることを確認できる書 

    類（登記簿の全部事項証明書など）  

□9.世帯員（納税義務者）全員の市税の納税証明書 

 

 

 

  

 


